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　本業務では、一番街に面した市有地の「幸町駐車場」「小林斗あん宅跡地」について、地域関係者の意向や民間事業者の
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直接人件費

技師長 主任技師 技師A 技師B 技師C 技術員

⑴計画準備

⑵前提条件の整理

　①上位関連計画等の整理

　②対象地の経緯等の整理

　③対象地の状況整理

　④課題の整理

⑶地域の意見収集・取りまとめ

　①地域ニーズの把握1回目

　②地域ニーズの把握2回目

⑷土地利用に際して配慮すべき事項の整理

⑸導入機能の検討

　①必要な機能の検討 3案程度
　②先進類似事例の収集・整理

⑹利活用方策の検討

　①利活用方策素案の作成

　②事業化案及び収支シミュレーションの検討 それぞれ3案程度

⑺ターゲット市場の特定

　①民間事業者意向調査 4者程度
　②参画条件の整理

⑻基本方針作成の整理

⑼基本方針の作成

⑽業務報告書の作成
⑾打ち合わせ協議 5回程度
計

利活用方針検討業務 数量
金額
（円）

摘要
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観光客混雑区域内市有地の活用方針検討業務委託仕様書 

 

１  適用範囲 

本仕様書は、 川越市（ 以下： 発注者と いう ） が実施する 「 観光客混雑区域内市有地

の活用方針検討業務委託」 に適用する も のと する 。  

 

２  本市の観光特性について 

  本市は、 首都圏内において豊富な歴史的資源を有し ており 、 鉄道や高速道路等の交

通アク セス が充実し ている 。  

観光客の内訳と し ては、 関東地方の各都県から 訪れる 観光客が約９ ２ ％、 日帰り 客

が約９ ２ ％、 滞在時間４ 時間以内が約７ １ ％と なっている 。  

 

３  本市のオーバーツーリ ズムについて 

  特に土曜、 日曜及び祝日の日中における 一番街周辺部において、 車両流入によ り 交

通渋滞が発生し ている ほか、 車両と 人と の錯綜等によ り 、 通過車両や歩行者にと って

危険な状態にある 。 ま た、 観光客の歩き 食べ行為によ る ごみのポイ 捨て等のマナー悪

化が、 一部の時間帯や場所において発生し ている 。  

なお、 本市における 令和 7 年度オーバーツ ーリ ズム対策事業については、 別紙のと

おり である 。  

 

４  調査対象地 

 ⑴ 幸町駐車場    （ 土地の所在： 川越市幸町２ 番５ ）  

 ⑵ 小林斗あん宅跡地 （ 土地の所在： 川越市元町２ 丁目１ 番１ ８ ）  

 

５  目的 

   上記⑴の土地については、 令和６ 年度オーバーツ ーリ ズム対策事業にて実施し た、

「 パーク アンド ラ イ ド 事業の拡張性に関する 調査検討業務委託」における 調査結果の

中で、 車両流入抑制のため、 駐車場以外の活用方策について検討を進める 必要がある

と の言及があった。  

ま た、上記⑵の土地の一部は、観光客の休憩ス ペース 等と し て活用し ている も のの、

大部分は活用し ていない状況と なっている 。  

そのよ う な背景によ り 、オーバーツ ーリ ズムが発生する 一番街に面し た両土地につ

いて、 オーバーツ ーリ ズムの課題解決に向けた活用を図る こ と が望ま し いこ と から 、

本業務では地域関係者の意向や民間事業者の需要の意向など のヒ アリ ン グ結果も 踏

ま え、 両土地に関する 活用方針について検討を行おう と する も のである 。  

 

６  委託期間  

契約締結日から 令和８ 年１ 月３ １ 日ま で 

 

 



７  支払方法 

  完了払い 

 

８  入札書記載事項 

  入札書に記載する 金額については、 消費税及び地方消費税を含ま ない額と し 、 かつ

総額を記載する こ と 。  

 

９  準拠法令等 

本業務を実施する にあたり 、 受注者は関係する 法令、 条例、 規則、 規定に従う も の

と する 。  

なお、本仕様書及び準拠法令等に記載のない事項及び業務を遂行する 中で生じ た疑

義については、 発注者、 受注者協議のう え、 発注者の指示に従う も のと する 。  

 

10 提出書類 

  受注者は、 業務着手以前に以下の書類を提出し なければなら ない。  

⑴ 委託業務実施計画書 

⑵ 管理技術者等通知書 

⑶ その他発注者指定のも の 

 

11 管理技術者 

⑴ 受注者は、本業務履行の技術上の管理をつかさ ど る 管理技術者を定め、発注者に

届け出る も のと する 。  

⑵ 管理技術者と し て、 本市のオーバーツ ーリ ズム 懇談会の資料等を 熟知し たも の

を選任する こ と 。  

 

12 守秘義務 

受注者は、 本業務中に知り 得たこ と について、 発注者の了解なし に他に漏ら し ては

なら ない。  

 

13 官公署等への手続き  

⑴ 本業務に必要な関係官公署等への諸手続き は、受注者において迅速に処理する も

のと する 。  

⑵ 業務実施に関し て、 関係官公署と の交渉を要する 場合には、 速やかにその旨を発

注者に申し 出、 指示に従う も のと する 。  

 



14 検査 

⑴ 受注者は、 全工程完了後、 発注者に完成通知書と と も に成果品を提出し 、 発注者

の検査を受け、 検査の合格をも って業務を完了する も のと する 。  

⑵ 成果品の引き 渡し 後、 内容に不備が発見さ れた場合は、 受注者の負担と 責任で直

ちに補正する も のと する 。  

 

15 再委託 

本業務の再委託は原則と し て認めない。 ただし 、 やむを得ず業務の一部を委託し よ

う と する と き は、 予め下記の事項を記載し た書面を発注者に提出し 、 発注者の承諾を

得なければなら ない。  

⑴ 再委託する 業務の内容 

⑵ 再委託する 理由 

⑶ 再委託先の事業者名 

⑷ 再委託先に対する 管理・ 監督方法 

⑸ その他発注者が必要と 認める 事項 

 

16 業務内容 

 ⑴ 計画準備 

業務着手にあたり 、 業務計画書（ 案） を作成し 、 発注者と 協議する と と も に、 業

務の準備を行う も のと する 。  

⑵ 前提条件の整理 

① 上位関連計画等の整理 

市の上位関連計画・ 制度において、 対象地を含む地域がどのよ う な位置付けと

なっている かを整理する 。  

② 対象地の経緯等の整理 

土地取得前の状況、 取得のいき さ つ、 活用の経緯、 要望や議会における 答弁等

を整理する 。  

③ 対象地の状況整理 

各種資料や現地調査等によ り 、 対象地の位置、 形状、 面積、 建築制限、 近隣に

立地する 土地建物の概況、 現状の利用状況等、 基本的な状況を整理する 。  

④ 課題の整理 

①から ③ま での項目を踏ま えて、 対象地の土地利用に係る 課題を整理する 。  

⑶ 地域の意見の収集・ 取り ま と め 

  地域の代表者等へのヒ アリ ングや懇談会等を開催し 、 地域ニーズを把握する 。  

なお、 地域ニーズの把握方法※１ や対象者※２ 、、 回数※3 については、 発注者と 協議

のう え決定する 。  



  ※１  地域ニーズの把握の方法については、アンケート 調査や説明会の開催など

を想定。  

  ※２  対象者については、 調査対象者リ ス ト を発注者から 貸与する こ と も 可能。 

  ※３  地域ニーズを把握する 回数については２ 回程度と する 。  

⑷ 土地利用に際し て配慮すべき 事項の整理 

新たな機能導入や施設立地によ り 近隣地や交通環境等に対する 悪影響を予め回 

避する ため、 土地利用に際し て配慮すべき 事項について整理する 。  

⑸ 導入機能の検討 

① 必要な機能の検討 

地域の特性や課題に対応し 、 地元にも 受け入れら れ易く 、 持続的な利用が見込

ま れる 導入機能について複数案検討する 。（ 3 案程度）  

② 先進類似事例の収集・ 整理 

①で検討し た導入機能案について、 先進類似事例の収集・ 整理をする 。 収集・

整理にあたっては、 事業手法や運営体制等、 当該対象地の利活用を検討する 上で

必要な情報をヒ アリ ング等によ り 把握する も のと する 。  

⑹ 利活用方策の検討 

① 利活用方策素案の作成 

上記⑴から ⑸ま での調査・ 検討を踏ま えて、 対象地の利活用方策素案を作成す

る 。  

② 事業化案及び収支シミ ュ レ ーショ ンの検討 

利活用方策素案に基づいて、モデルケース と し て事業化案及び収支シミ ュ レ ー

ショ ンを複数案（ それぞれ 3 案程度） 設定し 、 検討する 。  

⑺ タ ーゲッ ト 市場の特定 

① 民間事業者意向調査 

民間事業者へ意向調査※３ を行い、 需要や参画ニーズ、 参画条件等を確認し 、 想

定さ れる 事業ス キームを整理する 。 対象事業者については、 発注者と 協議の上で

決定する も のと する 。（ ４ 者程度）  

※３  意向調査方法についてはサウ ンディ ング調査やヒ アリ ング調査を想定 

② 参画条件の整理 

①を踏ま えて、 民間事業者の参画実現性の高い条件を整理する 。  

⑻ 基本方針作成の整理 

⑺を踏ま えて、 ⑹で作成し た利活用方策素案を必要に応じ て修正し 、 実現に向け

た方針と し て整理する 。  

⑼ 基本方針の作成 

   市民への情報発信をはじ め、 事業者の公募時等に活用する ため、 上記の調査・ 検

討内容を分かり 易く 取り ま と めた基本方針を作成する 。  

   なお、作成さ れた基本方針には対象地それぞれの事業化案及び収支シミ ュ レ ーシ

ョ ンを３ 案程度設定する も のと する 。  



⑽ 業務報告書の作成 

上記作業の検討結果をも と に業務報告書と し て取り ま と めを行う 。  

⑾ 打合せ協議 

業務実施にあたり 、 着手時、 成果品納品時のほか、 適宜打合せ（ ５ 回程度）  

を実施する も のと し 、 発注者と 密に情報共有する よ う 努める こ と 。  

   なお、 打合せ協議の内容については、 その都度「 打合せ記録簿」 等を作成し 、 速

やかに発注者に提出し 、発注者が内容を確認し た後、 各１ 部ずつ保管する も のと

する 。  

 

17 ス ケジュ ール 

業務内容の大ま かなス ケジュ ールは次のと おり と する 。  

業務内容 ス ケジュ ール 

⑴計画準備 8 月下旬から 9 月上旬 

⑵前提条件の整理 9 月上旬から 9 月中旬 

⑶地域の意見収集・ 取り ま と め 1 回目 9 月中旬から 10 月上旬 

地域の意見収集・ 取り ま と め 2 回目 11 月上旬から 11 月下旬 

⑷土地利用に際し て配慮すべき 事項の整理 10 月上旬から 10 月下旬 

⑸導入機能の検討 10 月上旬から 10 月下旬 

⑹利活用方策の検討 11 月上旬から 12 月上旬 

⑺タ ーゲッ ト 市場の特定 11 月上旬から 12 月上旬 

⑻基本方針作成の整理 12 月上旬から 12 月下旬 

⑼基本方針の作成 12 月上旬から 1 月下旬 

⑽業務報告書の作成 1 月下旬 

※⑹活用方策の検討で提出さ れる 素案については、 11 月中旬ま でに初稿を提出する こ

と 。  

※⑼基本方針の作成で提出さ れる 基本方針については、 12 月下旬ま でに初稿を提出す

る こ と 。  

 

 



18 成果品 

  本業務の成果品は以下に示すと おり と する 。 なお、 成果品の著作権は発注者に帰属

する 。  

⑴ 業務報告書（ Ａ ４ 判、 フ ァ イ ル綴じ ）    ２ 部 

⑵ 上記電子データ （ Ｃ Ｄ －Ｒ ま たはＤ Ｖ Ｄ －Ｒ ）   １ 部 

 

 

19 その他の事項 

⑴ 受注者は、 本業務を実施する にあたり 、 発注者と 事前に業務内容等について十分

な打ち合わせを行う も のと する 。  

⑵ 受注者は、 本業務を遂行する にあたり 、 建物、 設備及び備品等に損傷を与えない

よ う 十分注意し 、 万一損傷の場合は、 発注者の責に帰する 場合を除き 、 その賠償の

責を負う も のと する 。  

⑶ 従事者が業務遂行中、 自身の不注意等によ り 負傷等し た場合、 発注者はその責を

負わないも のと する 。 業務遂行上で、 第三者及び川越市等に損害を 与えた場合は、

受注者の責任と する こ と 。  

⑷ 関係法令を順守する こ と 。  

⑸ 本委託において、 必要な申請手続き は、 受注者が一切代行し 、 それにかかる 費用

は、 すべて本内容に含むも のと する 。  

⑹ 受注者は、「 川越市路上喫煙の防止に関する 条例( 第４ 条) 」 に基づき 、 本業務の

実施に際し て、 路上喫煙禁止地区内での喫煙をし てはなら ない。 ま た、 路上喫煙禁

止地区以外の場所についても 、 路上喫煙をし ないよ う に努める も のと する 。  

⑺ こ の仕様書は、 委託業務の大要を示すも のである から 、 受注者は現場の状況に応

じ 、 こ こ に記載さ れていない細部の事項又は疑義ある 事項については、 発注者と 協

議のう え、 誠意をも って対処する も のと する 。  

⑻ 契約締結後に、 消費税法( 昭和６ ３ 年法律第１ ０ ８ 号) 等の改正によ り 、 消費税額

等の額に変動が生じ た場合を 考慮し 、「 契約を何ら 変更する こ と なく 契約金額に相

当する 消費税額等を加減し て支払う も のと する 」 旨及び税法上経過措置の対象と な

る 場合の優先的な適用について、 併せて契約書に記載する 。  



別紙


